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第 1 章 はじめに 

1.1 研究背景 

 来るべき 2025 年、65 歳以上の高齢者数は 3,657 万人

となり日本の全人口の 30.3%を占めると予測されている。

超高齢社会を迎え、施設中心の介護では対応しきれない

ことは明確であり、今後ますます在宅にて介護を行う件

数が増えると考えられる。それに伴い家族介護力が問わ

れる時代となる中、国内では少子化や核家族化、若者の

高齢者離れが進行し高齢者の多くが孤立状態にあること

や、家族介護は家族（多くの場合は被介護者の子）に大

きな負担をもたらすことが家族介護を困難にしている

（表 1 参照）。一方で、遠隔介護システム（表 2 参照）の

急速な注目・現実化により、在宅で十分な介護サービス

が提供可能となってきている。 

故に今後、家族と遠隔介護システムによる在宅介護も

一介護手法となると考えられる。その為に、子が負担に

ならない介護の程度と、遠隔介護システムの有用性を知

る必要がある。 

1.2 研究目的・研究意義 

本研究では、子が負担にならない介護の程度を「訪問

において発生する移動費用と移動時間、移動手段」から

『高齢者テレ・ナーシングモデル』として導くものとす

る。それに当たり、本論では調査方法の検討・実施と得

られた回答を基に本モデル作成方法の検討を行う。 

本モデルでは子による介護のみを考慮しているが、

これを基に、遠隔介護システムを取り入れることを想定

した調査を行うことで、遠隔介護システムの有用性と、

家族と遠隔介護システムによる在宅介護の有効性を示す

ことが可能となる。 

1.3 用語の定義 

 本研究では、子が負担にならない介護の程度を、「子

にとって負担とならずに遠隔地に住む親の元へ訪問でき

る程度」とする。また子や遠隔介護システムによる遠隔

地に住む親の介護を『テレ・ナーシング』と定義する。 

表 1：子が遠方で就業している場合の家族介護の問題点 

 

 

 

表 2：遠隔医療・遠隔介護システムの概要 

 

 

 

 

第 2 章 プレ調査 

2.1 プレ調査概要 

 訪問において発生する移動費用と移動時間、移動手段

を測る意識調査（本調査）に先立ち、プレ調査（図 1～2、

表 3 参照）を実施した。プレ調査では、回答の傾向と調

査方法の課題を探ることを目的に、高齢者テレ・ナーシ

ングが成立する限界を「家族による週 1 回の高齢者宅へ

の訪問」と仮定した上で、高齢者介護において家族が一

週間当たりに消費しようと考える移動時間と移動費用を

訪問回数と移動手段から問うものとした。また、移動以

外の部分に個人差が出ないようにするため回答者の年齢

に合わせて 4 種用意し、それを想定して回答させた。 

 

 

 

 

 

 

図 1：調査における「想定する環境」の概念モデル 
 

表 3：調査概要 
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2.2 プレ調査結果 

京都駅から A～H の各地点への移動時間・移動費用は、

D→C→B→A→E→F→G→H の順に増大する。 

全回答を対象に訪問回数を見ると、EF 間で全体の約

25%もの人が訪問回数を 0 回に切り替えていた（図 3 参

照）。また、EF 間では新幹線の利用が急増していること

も分かった。つまり、新幹線移動を行う程度まで離れて

暮らしている場合、高齢者テレ・ナーシングは一般的に

厳しいと言える。以上より、本研究での分析対象は D・C・

B・A・E の 5 地点とする。 

 

 

 

 

 

図 2：調査における A～H 地点 

 

 

 

 

 

 

 

図 3：訪問回数 0 回の割合と新幹線利用の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4：移動手段別回帰線と回答の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5：プレ調査から導いた 

高齢者テレ・ナーシングモデル 

2.3 全体の分析 

 まず、A～E の各地点における京都駅からの移動時間・

移動費用から移動手段別（在来線・一般道・高速道）に

回帰分析を行い、回帰線を描いた。その上に、各回答か

ら得られた一週間の総移動時間・費用の分布を重ねたと

ころ在来線・高速道利用者と一般道利用者がおよそ 2:1

の比率で二分していることが分かった（図 4 参照）。また、

この分布を移動手段別（①在来線・高速道②一般道）に

回帰分析した結果、回帰式は以下ようになった。これが

プレ調査から得られた『高齢者テレ・ナーシングモデル』

である（図 5 参照）。 

［全体の回帰式］ 

在来線・高速道利用時：y= 31.5x -823.4・・・① 

一般道利用時：y= 5.2x -52.2・・・② 

（係数は少数第 2 位を四捨五入） 

また、回帰線の傾きから「在来線・高速道」利用者は

費用よりも時間の消費を敬遠する傾向に、「一般道」利用

者は費用の消費を敬遠する傾向があると考えられる。更

に、x＜200、y＜4,000 の範囲に分布が集中していること

から、このモデルにはある程度領域が存在していること

も分かる。この分析において、図 4 では信憑性の欠落防

止の為、外れ値と思われる回答は除外している。 

2.4 プレ調査の課題点 

プレ調査では、回答者に想定させる為に多くの情報を

提供したことで難解なアンケートとなってしまった。中

でも、現状と仮想の線引きを無理にしたことがこの一要

因と考えられる。また「家族による週 1 回の高齢者宅へ

の訪問」と仮定した結果、2 週に一度訪問したいといっ

たケースに対応できなかった。以上より本調査では、問

題を選択させる形式を取り、無理なく回答者に合わせた

設問と、より明確に訪問頻度を問うことができる設問を

つくることで解決を図る。 

第 3 章 本調査 

3.1 本調査概要 

本調査では質問として P～S の 4 項目を作成し、P と S

は共通問題、Q と R は選択問題とした。選択問題におい

ては、P での「親の介護状況」に関する回答によって、Q

または R、S へ誘導するものとした（図 6-1 参照）。 

P では回答者の属性（性別・年齢・職業など）を問い、

Q では、「将来、離れて暮らしている一人暮らしの親御様

の元へあなたが定期的に訪問するとなった時、片道の移

動時間・移動費用はどの程度まで許容できるか」を訪問

頻度別に問う。さらに、移動手段と回答者が理想とする

訪問頻度を選択させる（図 6-2 参照）。また R では、現在

における回答者の親の暮らしについて自由記述をしても

らい、S では回答者自身が高齢者（定年退職後且つ 65 歳

以上）となった時、終の棲家として望む環境を調査する。 

 今回は、平成 26 年 8 月に回収できた 40 部の回答から

質問項目 Q に着目して分析を行い、回答の最適な分析方

法と結論を検討していく。 
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図 6：本調査用紙の一部 
 

 

 

 

 

 

 

 

図 7：〈訪問頻度別〉許容できるおおよその片道移動時間 
 

 

 

 

 

 

 

 

図 8：〈訪問頻度別〉許容できるおおよその片道移動費用 
 

 

 

 

 

 

 

 

図 9：訪問の際に利用したい移動手段 
 

 

 

 

 

 

図 10：理想の訪問頻度 

3.2 質問項目 Q の回答結果とその特徴 

 質問項目 Q の回答結果は、図 7～10 のようになった。

ここでは、それぞれの項目における回答結果の特徴を見

出す。 

 許容できるおおよその片道移動時間（図 7 参照）では、

30 分未満と 120 分以上（それ以上）の範囲に明確な変化

が見られた。まず 30 分未満の範囲では、訪問頻度「1 週

間ごと」では約 60%、「2 週間ごと」では約 40%を占有し

ている一方、「1 カ月ごと」では約 5%まで減少しており、

「2 週間ごと」と「1 カ月ごと」の間に明確な変化が見ら

れた。更に詳細を見るため、10 分未満の範囲に着目する

と、「1 週間ごと」は約 30%、「2 週間ごと」は約 5%まで減

少し、ここに最も大きな変化が見られた。次に、「120 分

以上（それ以上）」の範囲に着目すると、訪問頻度「2 カ

月ごと」以降から割合が急増していることが分かる。こ

れは、後述する理想の訪問頻度の回答と重なるため、関

連があると考えられる。 

許容できるおおよその片道移動費用（図 8 参照）では、

5,000 円を境界に大きな変化が見られた。5,000 未満の範

囲に着目すると、「4 か月ごと」では約 70%を占めている

のに対し、「半年ごと」では約 20%まで減少している。中

でも 1,000 円未満の範囲に着目すると、「2 週間ごと」で

は 80%以上を占めているのに対し、「1 カ月ごと」となる

と 50%未満にまで減少している。故に、ここでも片道移

動時間同様、「2 週間ごと」と「1 カ月ごと」の間に明確

な変化が見られた。 

 訪問の際に利用したい移動手段（図 9 参照）では、「1

週間ごと～2 週間ごと」と「1 カ月ごと～1 年ごと」で違

う傾向が見られた。つまり移動手段においても「2 週間

ごと」と「1 カ月ごと」の間に明確な変化が見られたと

言える。「1 週間ごと～2 週間ごと」では徒歩や自転車が

30～40%を占めているが、「1 カ月ごと」になるとそれは

5%未満にまで減少し、自動車が約 85%を占めた。また、「1

カ月ごと～1 年ごと」では公共交通の割合がほぼ一定で

増加することも見受けられた。更に詳細を見ていくと、

「1 週間ごと」で徒歩と回答したのは全員女性であること、

「1 週間ごと～2 週間ごと」で公共交通と回答したのは全

員男性であることが分かった。この結果は、今後の調査・

分析において着目すべき点であると考える。 

最後に、理想の訪問頻度（図 10 参照）は「1 週間ごと」

が 25%、「2 週間ごと」が 30%、「1 カ月ごと」が 35%、「2

カ月ごと」が 10%となり、4 か月ごと以上を理想とする回

答は見受けられなかった。 

以上を踏まえ、許容できるおおよその片道移動時間・

費用の相関関係を見る（図 11 参照）。この図では、x 軸

に片道移動時間（単位：分）、y 軸に片道移動費用（単位：

円）を設けた。分布の形状は「1 週間ごと～2 週間ごと」

と「1 カ月ごと～2 カ月ごと」に分類できる。これは、前
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述で「2 週間ごと」と「1 カ月ごと」の間に明確な変化が

見られたことからも自然な結果であると考えられる。「1

週間ごと～2 週間ごと」では、x<60 において y の値が比

較的一定であるのに対し、60<x では x の値は一定のまま

y の値が増加するものと、x,y 共に増加するものとに 2

分した。一方「1 カ月ごと～2 カ月ごと」では、広範囲に

分布が見られた為、前者ほど明確な傾向は見受けられな

かった。 

 以上より、高齢者テレ・ナーシングモデル作成におい

ては、「1 週間ごと～2 週間ごと」と「1 カ月ごと～2 カ月

ごと」の 2 種類に区分して考えていくことが適当である

と予想できる。故に、「1 週間ごとまたは 2 週間ごとの訪

問を理想とする人」と「1 カ月ごとまたは 2 カ月ごとの

訪問を理想とする人」に分別し、各回答者が理想の訪問

頻度において許容できるおおよその片道移動時間・費用

の分布を図 12 に示した。因みに、図 11～12 においては、

外れ値と思われる回答は除外して図を作成している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 11：（訪問頻度別）許容できるおおよその 

片道移動時間と片道移動費用の分布図 

 

 

 

 

 

 

図 12：理想の訪問頻度において許容できるおおよその 

片道移動時間と片道移動費用の分布図 
 

表 4:t 検定結果 

 

 

 

 

 

 

 

3.3 分布図の分析（t 検定） 

 図 12 をもとに分布図の分析方法の可能性を考える。ま

ず、統計学的に「1 週間ごとまたは 2 週間ごとの訪問を

理想とする人」と「1 カ月ごとまたは 2 カ月ごとの訪問

を理想とする人」の 2 種で傾向が違うと言えるのかを判

定する為、t 検定を行った（表 4 参照）。有意水準は 5%

としている。検定の結果、t 境界値両側と t の絶対値の

大小関係を見たところ、2.145<|-2.853|、2.262<|-2.815|

となり、移動時間・費用共に 2 種の母集団の平均値に有

意差があると判断できた。つまり統計学上、この結果は

偶然とは考えられない可能性があると言える。 

更に図 12 から、この 2 種それぞれで回帰分析を行う

と「1 週間ごとまたは 2 週間ごとの訪問を理想とする人」

は y=500～1,000 かつ 0<x<100、「1 カ月ごとまたは 2 カ月

ごとの訪問を理想とする人」は y=40x-2,000(50<x<120)

に近い回帰式が得られると予想できる。 

第 4 章 おわりに 

4.1 本論のまとめ 

 プレ調査では、高齢者テレ・ナーシングが成立する限

界を「家族による週 1 回の高齢者宅への訪問」と仮定し

調査した結果、家族と高齢者が新幹線移動を行う程度ま

で離れて暮らしているかどうかが成立の可否に大きく影

響しているという結果が得られた。また、他にも移動手

段の傾向や回帰式を得られたものの調査方法に課題が見

られた。 

本調査では、回収済の 40 部の回答から、移動時間・

移動費用共に訪問頻度「2 週間ごと」と「1 カ月ごと」の

間に明確な差が見られる可能性があることが分かった。

更に、理想の訪問頻度を加味した t 検定でも同様の結果

を得たことから、今後の調査・分析に向けて一定の傾向

や基準を得ることが出来た。 

4.2 今後の展望 

本論では、母数が少なかったため今後更に母数を増や

して分析を行う必要がある。そして、性別・年齢・職業

別といった属性を加味した比較分析を行い、結論を明確

にしていく。因みに現段階では、男性は女性に比べ許容

移動時間が長く、費用も高い傾向が見られている点が今

後の分析の参考になると考えられる。 
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